
深川市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

平成２９年３月３１日 

訓令第１５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）及び介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定めるもの

のほか、法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総

合事業」という。）の実施について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法、省令、介護予防・日常生活支援総合事業の適

切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１９６号）及び地域支

援事業の実施について（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長

通知。以下「通知」という。）において使用する用語の例による。 

（事業の構成等） 

第３条 市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとし、事業内容、対象者等は

別表に定めるとおりとする。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業 

ア 訪問型サービス（法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する事業をいう。以下

同じ。） 

（ア） 訪問型サービスA 

（イ） 訪問型サービスC 

イ 通所型サービス（法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する事業をいう。以下

同じ。） 

（ア） 通所型サービスA 

（イ） 通所型サービスC 

ウ 介護予防ケアマネジメント（法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する事業を

いう。以下同じ。） 

（２） 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（総合事業の実施方法） 

第４条 市長は、総合事業を次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める方法に

より行うものとする。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業 次に掲げるいずれかの方法 

ア 市の職員が直接利用者に対して支援等を実施する方法 

イ 市が省令第１４０条の６９に定める基準に適合する者に対して委託して実施する方

法 

ウ 法第１１５条の４５の３第１項に規定する指定事業者により実施する方法 

エ 地域において活動しているNPO法人やボランティア等に対して、立ち上げ経費や活動

に要する費用に対して補助することにより実施する方法 

（２） 一般介護予防事業 次に掲げるいずれかの方法 

ア 市の職員が直接利用者に対して支援等を実施する方法 

イ 高齢者の介護予防活動支援を行うために必要な専門職等が配置されており、適切か



つ効果的な介護予防サービスが提供できる事業者に委託する方法 

（第１号事業支給費の支給） 

第５条 第１号事業支給費（法第１１５条の４５の３第１項の第１号事業支給費をいう。）

の額は、第３条第１号の介護予防・生活支援サービス事業にあっては深川市介護予防・日

常生活支援総合事業の費用の額の算定に関する基準を定める要綱（平成２９年深川市訓令

第１７号。以下「費用の額の算定基準」という。）に定める額とする。 

（利用料等） 

第６条 総合事業の利用者は、法第１１５条の４５第９項及び省令第１４０条の６３の規定

に基づき、介護予防・生活支援サービス事業にあっては費用の額の算定基準に定める利用

料を負担しなければならない。 

２ 総合事業の実施の際に、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利用者の

負担とする。 

３ 第１項の利用料及び前項の実費は、利用者が総合事業を実施する機関に直接納付するも

のとする。 

（支給限度額） 

第７条 法第７条第４項に規定する要支援者及び第１号事業のサービス事業支給費の支給限

度額は、要支援１の介護予防サービス費等の区分支給限度額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、利用者の状態（退院直後で集中的にサービス利用することが

自立支援につながると考えられるような場合等をいう。）により、市長が必要と認めた場

合は、事業対象者のサービス事業支給費の支給限度額は、要支援２の介護予防サービス費

等の区分支給限度額とすることができる。 

（保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第８条 市長は、保険料を滞納している総合事業の利用者が、当該保険料の納期限から１年

が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、特別の事情があると認め

る場合を除き、法第１１５条の４５の３第３項の規定は、適用しないことができる。 

（第１号事業支給費の支払一時差止） 

第９条 市長は、総合事業による給付を受ける法第９条第１号に規定する第１号被保険者で

ある総合事業の利用者が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から１年６か

月が経過するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、特別の事情があると認

める場合を除き、第１号事業支給費の全部又は一部の支払いを一時差し止めることができ

る。 

（給付制限） 

第１０条 市長は、省令第１４０条の６２の４第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準

の該当の有無の判断をした場合において、当該基準に該当した第１号被保険者について保

険料徴収権消滅期間があるときは、法第６９条の規定の例により、第１号事業支給費の給

付を制限することができる。 

２ 市長は、総合事業による給付を受けるサービス利用者が法第６９条に規定する給付額減

額等の記載を受けているときは、当該記載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給

付額の減額期間が経過するまでの間に利用した指定事業者による総合事業のサービスに係

る第１号事業支給費について、第５条の規定を適用する場合においては、費用の額の算定

基準第３条中「１００分の９０」及び「１００分の８０」とあるのは「１００分の７０」

と、「１００分の７０」とあるのは「１００分の６０」と読み替えた額とする。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第１１条 市長は、第３条第１号ア（ア）及び同号イ（ア）の事業について、法第６１条に

規定する高額介護予防サービス費及び法第６１条の２に規定する高額医療合算介護予防サ

ービス費に相当する額（次項において「高額介護予防サービス費等相当額」という。）を



支給するものとする。 

２ 高額介護予防サービス費等相当額の支給要件、支給額その他高額介護予防サービス費等

相当額に関して必要な事項は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第２９条

の２の２及び第２９条の３の規定を準用する。 

（指定事業者の指定） 

第１２条 法第１１５条の４５の５第１項の指定を受けようとする者は介護予防・日常生活

支援総合事業者指定申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 法第１１５条の４５の６第１項の指定の更新を受けようとする者は指定更新申請書（別

記様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の指定又は指定の更新をしたときは、深川市介護予防・日常生活支援総

合事業者指定・指定更新通知書（別記様式第３号）を交付するものとする。 

（指定事業者の指定基準） 

第１３条 指定事業者の指定は、事業所ごとに、深川市介護予防・日常生活支援総合事業の

人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱（平成２９年深川市訓令第１７号）に従っ

て行わなければならない。 

（指定の有効期間） 

第１４条 指定事業者の指定の有効期間（法第１１５条の４５の６第１項の厚生労働省令で

定める期間をいう。）は、６年間とする。 

（指定拒否） 

第１５条 指定事業者の指定については、事業所が第１０条に規定する指定基準を満たした

場合であっても、当該事業所に係る指定事業者の指定を行うことにより本市のサービス事

業の供給量を超過する場合その他の本市における地域支援事業の円滑かつ適切な実施に支

障が生じるおそれがあると認められる場合においては、当該事業所に係る指定事業者の指

定をしないことができる。 

（変更等の届出） 

第１６条 指定事業者は、省令第１４０条の６３の５第１項に掲げる事項に変更があった場

合は、当該変更のあった日から１０日以内に変更届（別記様式第４号）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 指定事業者は、指定又は指定の更新にかかる事業の廃止、休止又は再開をしようとする

場合は、当該廃止、休止又は再開の日の１月前までに廃止・休止届（別記様式第５号）又

は再開届（別記様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（指定事業者の指定の取消し等） 

第１７条 市長は、法１１５条の４５の９の規定により指定事業者の指定を取り消し、又は

期間を定めてその指定事業者の全部若しくは一部の効力を停止する場合は、深川市介護予

防・日常生活支援総合事業者取消・停止通知書（別記様式第７号）により、当該指定事業

者に通知するものとする。 

（事業の委託） 

第１８条 市長は、総合事業を法第１１５条の４７第４項に規定する厚生労働省令で定める

基準に適合する者（事業対象者に対して行う深川市介護予防ケアマネジメント実施要綱（平

成２９年深川市訓令第１６号）に定める介護予防ケアマネジメントにあっては、同条第１

項の厚生労働省令で定める者）に委託して実施することができる。 

（補助） 

第１９条 市長は、別に定めるところにより、総合事業（介護予防ケアマネジメントを除く。）

を行うものに対して経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

（医療機関との連携） 

第２０条 市長は、総合事業を実施するに当たり、医療機関との連携が必要であると認める



ときは、当該事業を利用する者に対し診療情報提供書等の提出を求めることができる。 

（事業対象者の有効期間） 

第２１条 事業対象者の有効期間は、基本チェックリストの記入によって事業対象者となっ

た日から、ケアマネジメント等により事業対象者の基準に該当しなくなった日までとする。 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月１３日訓令第３６号） 

この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月２６日訓令第２６号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年７月１２日訓令第４６号） 

この訓令は、令和３年７月１２日から施行し、改正後の深川市介護予防・日常生活支援総

合事業実施要綱の規定は、令和３年４月１日から適用する。 

附 則（令和５年２月１７日訓令第８号） 

この訓令は、令和５年２月１７日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

区分 サービスの種類 事業内容 対象者 

介護予防・生

活支援サー

ビス事業 

訪問型サービ

ス（第１号訪

問事業） 

訪問型サー

ビスA 

主に雇用されている労働者によ

り提供される訪問型サービスで

あって、旧介護予防訪問介護に

係る基準よりも緩和した基準

（この表において「訪問型サー

ビスA運営基準」という。）によ

るもの 

要支援者及び事業

対象者のうち、介

護予防ケアマネジ

メントで事業の利

用が必要である者

（認知症等の専門

的支援が必要な者

を除く。） 

訪問型サー

ビスC 

保健・医療の専門職により提供

される訪問型サービスであっ

て、３か月間から６か月間まで

の短期間で行われるもの 

要支援者及び事業

対象者のうち、介

護予防ケアマネジ

メントで事業の利

用が必要である者 

通所型サービ

ス（第１号通

所事業） 

通所型サー

ビスA 

主に雇用されている労働者によ

り提供される通所型サービスで

あって、旧介護予防通所介護に

係る基準よりも緩和した基準

（この表において「通所型サー

ビスA運営基準」という。）によ

るもの 

要支援者及び事業

対象者のうち、介

護予防ケアマネジ

メントで事業の利

用が必要である者

（認知症等の専門

的支援が必要な者

を除く。） 

通所型サー

ビスC 

保健・医療の専門職により提供

される通所型サービスであっ

て、３か月間から６か月間まで

の短期間で行われるもの 

要支援者及び事業

対象者のうち、介

護予防ケアマネジ

メントで事業の利

用が必要である者 



介護予防ケアマネジメン

ト（第１号介護予防支援事

業） 

介護予防及び生活支援を目的と

して、その心身の状況、置かれ

ている環境等に応じて、本人の

選択に基づき、適切な事業が包

括的かつ効率的に提供されるよ

う、専門的視点から必要な援助

を行う事業 

要支援者（法第８

条の２第１項に規

定する介護予防サ

ービスを利用する

ため法第５８条第

１項に規定する指

定介護予防支援を

受けている者を除

く。）及び事業対

象者 

一般介護予

防事業 

介護予防把握事業 介護予防の普及及び啓発を行う

事業 

６５歳以上の者及

びその支援のため

の活動に関わる者 

介護予防普及啓発事業 

地域介護予防活動支援事

業 

一般介護予防事業評価事

業 

地域リハビリテーション

活動支援事業 

備考 訪問型サービスA運営基準及び通所型サービスA運営基準は以下のとおりとする。 

 

１ 訪問型サービスA運営基準 

項目 摘要 

人員 １ 管理者 専従１人以上 

２ 従業者 必要数（資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修修了者、市

が別に定める研修項目を終了したことにより認定を受けた者） 

３ 訪問事業責任者 従業者のうち必要数（資格要件：介護福祉士、介護職員

初任者研修修了者） 

設備 １ 事業の運営に必要な広さを有する専用の区画 

２ 必要な設備・備品 

運営 １ 個別サービス計画の作成 

２ 運営規定等の利用者への説明と同意 

３ 従業者の清潔の保持と健康状態の管理 

４ 従業者または従業者であった者の秘密保持 

５ 緊急時等の対応 

６ 事業所の廃止と休止の届出と便宜の提供 

 

２ 通所型サービスA運営基準 

項目 摘要 

人員 １ 管理者 専従１人以上 

２ 介護職員 利用者１５人まで専従職員１人以上 

利用者１５人を超えて１人につき専従職員０．１人以上 

設備 １ サービスを提供するために必要な場所として、３平方メートル×利用定員

以上 

２ 消火設備その他の非常災害に必要な設備 

３ 必要なその他の設備・備品 

運営 １ 個別サービス計画の作成 



２ 運営規定等の利用者への説明と同意 

３ 従業者の清潔の保持と健康状態の管理 

４ 個人情報等の秘密保持 

５ 緊急時等の対応 

６ 事業所の廃止と休止の届出と便宜の提供 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第１２条関係） 

別記様式第２号（第１２条関係） 

別記様式第３号（第１２条関係） 

別記様式第４号（第１６条関係） 

別記様式第５号（第１６条関係） 

別記様式第６号（第１６条関係） 

別記様式第７号（第１７条関係） 

付表１ 

付表２―１ 

付表２―２ 


